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６ 地域金融の機能を活かした地域再生 

福島県の地方銀行である東邦銀行は、これまで熱心に企業の事業再生に取り組ん

できている。同行の北村清士頭取から、同行の事業再生の実績、課題などを具体の

実例を通じて伺うとともに、東日本大震災により大きな被害に遭った経験を通じて

浮かび上がってきた地方銀行の経営上の課題、トップのあり方などについても語っ

ていただいた。

１．震災の体験と、発生した課題への対処

○ 震災前の福島県は、ものづくり県として東北での立ち位置はそれなりのものを

持っていた。製造品出荷額は東北一、東北全体の三分の一ぐらいを福島県が占めて

いる。都市別では、いわき市、郡山市が１、２位を占めている。福島市が４位で、

仙台市は６位。こういった福島が震災でダメージを受けることとなった。

○ 福島県は地震・津波のダメージよりも、やはり原発事故のダメージが相当強く、

今でも県外に５万８千人くらいの人が避難されている。この方々がお戻りになるこ

とがまさに正常化に繋がっていくのだろうと思う。銀行とローンの取引があるお客

さまが全国に避難されており、表に出ない苦労も中々大変なものがある。

（１）初期対応と課題(３月 11 日から 15 日) 

○ ３月 11 日の事故発生当日からどういう事象が起きて、当行がどんな対応をして、

そこからどんな課題が残ったかということをもとに、最終的に事業継続計画、BCP
プランに落とし込みをした。発生直後は、専用回線のテレビ会議システムが相当の

威力を発揮した。他の通信手段は全く使えず、このテレビ会議システムを用いなが

ら、ずっと現場とのやりとりをしてきた。これがなかったら大混乱が起きたと思う。

○ まさに３時の勘定を締める直前に震災が発災したということで、当日の勘定をど

うやって締めるかという問題がでてきた。そういう中、先ずやらなければならなかっ

たのは、役職員の安否確認、店舗の状況の確認、こういったものを先程のテレビ会

議システムを通じて行った。

震災発生当日、翌日から生活資金も含めての臨時の支払いを行うよう当局から要

請があり、この備えをするとともに、夜になると原発がおかしいという情報も入っ

たので、状況把握を行った。

○ ２日目（３月 12 日(土)）になると、原発事故が相当厳しいということで相次いで
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避難指示が出たため、原発地域にいた役職員も全員避難した。その地域の６店舗は、

まだ再開できないままで現在に至っている。一方でコンピューターセンターでは自

家発電用重油が不足する事態となり、最終的に石川県の北國銀行の支援を受けて何

とかタンクローリー１台分だけ重油を確保できた。

○ ３日目（３月 13 日(日)）になると、原発付近から避難してきた役職員やその家族

への対応が大きな問題となり、銀行の研修センターや、民間の宿泊施設、学校など

を使用して対応した。

また、１人 10 万円までの臨時払いを要請され、原発地域に一番近い相馬支店など

は、オンラインが全く不通になった中での支払いになった。残高不足の支払いも多

くあったが、１ヶ月後には全て返済いただき、地域金融機関としての日頃からの信

頼関係というのはこういったところで生きていたと感じた。

営業店は最大で 29 ヶ店まで閉めざるを得なかった。再開についても色々苦労した。

○ ４日目（３月 14 日(月)）であるが、何が起きるか分からないということで、常時

TV 会議システムを立ち上げながら１日に３回、全店との打合せを行った。頭取が陣

頭指揮をとった。

伝票とか手形小切手類を全部支店に置いたままで避難していたため、勘定突合と

いうのが非常に難しい部分があり、

色々知恵を出しながら何とか対処した。

○ ４日目は震災後の最初の営業日とな

り、臨時休業店舗が原発事故の問題で

どんどん拡大しており、我が銀行はど

うなるのだろうかと不安感を相当もっ

た局面がこの辺だった。

お客さまそのものも何も持ち出しで

きないままで避難されており、本人確

認だけで融資取引も行った。全く事故

もなくやれたのも日頃からのリレーシ

ョンシップがしっかり働いていた賜か

なと思っている。

手形交換所の休業に伴い、他行に提

示できない手形等が大量に発生したが、

他の金融機関に全面的に決済に御支

援・御協力をいただいた。ここでも事

故が全くなかった。

○ 29 ヶ店が臨時休業し、その事務代行

を事務センターで行った。今も休業店
資料１ 初期対応時のポイント(北村氏資料) 
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舗の６ヶ店については事務センターで代行処理している。そういった経験から、こ

ういった危機に対してどんなことを日頃から確認したり考えておかなければならな

いかということを六つのポイントとして挙げている。（資料１参照）

一つはなんといっても生命が大事だということ。安全確保が最優先。そのための

安否確認、連絡手段というのも大きな反省事項になった。三つ目はなんといっても

情報の一元化。全て本部で引き受けて、そこを通して必ず関連セクションに流すと

いうことを徹底した。一方で権限移譲。一番現場の分かっている支店長等に思いきっ

た権限移譲をした。その他、お客様への発信。日頃の物資の確保というのも大事だっ

たと思う。

（２）復旧対応と課題(３月 16 日から 31 日)

○ ３月 16 日以降になるとお客さまも落ち着かれ、いろんな照会事項があった。特に

通帳をなくした。印鑑がない。あるいは融資取引をどうしたらいいかという部分に

ついて、毎日相当数の照会があり、多忙を極めた。

○ 全国に避難された方々の生活資金、事業資金への対応は、主に全国の地銀の協力

を得て、本人確認だけを行っていただき、資金は我々から付け替えで送るというよ

うな形で行った。払戻請求書について

も宛先の銀行の払戻請求書でいいとい

うような思い切った施策を打った。本

当に感謝され、当局からも高く評価さ

れた。（資料２参照）

○ もう一つ、残念ながら行方不明にな

られた方の親族に対する預金の払い戻

しというのも大きなテーマであった。

法務省の死亡認定というのは、最低で

も半年くらいかかり、それを待つわけ

にもいかないことから、思い切って推

定される預金者の御親族には、一人 30

万円ずつお支払いすることとし、これ

は最終的に 60 万円まで増額した。これ

も金融庁から評価された。

○ また、取引先は、地方公共団体も含

めてデータが全くないままで、３月分

の給料の支払いをどうするかという問

題を抱えていた。これについては、取

引先に対して前月のデータを提供し、 資料２ 復旧対応時のポイント(北村氏資料) 
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ほとんどの地方公共団体の職員に対する給料について、２月の額で３月分を払うと

いうことでサポートできた。こんなところも大変感謝された。

○ その他、風評被害があったり、銀行そのものもどうしても少し沈みがちだったた

め、全役職員に向けて頭取からのメッセージの発信を行った。

○ また、福島県の産品が相当ダ

メージを受けたため、全国各方面

の協力を得ながら各地域でのビ

ジネスマッチング、商談会を行っ

た。通販事業を銀行独自に立ち上

げ、最終的に６万個、２億円くら

いの福島県産品の支援ができた。

そのほか、観光の支援も行った。

○ こういった一連の我々の行動

はそれなりの評価を頂戴し、日本

金融通信社から｢ニッキン賞｣を

受賞した。また、日本財団の｢CSR
大賞｣へも金融機関として唯一ノ

ミネートされた。

○ 今まで BCP プラン(事業継続計

画)をもっていたが、全く役に立

たなかったといってもいいかと

思う。体験を踏まえて、BCP プラ

ンを昨年の秋、策定し直した。（資

料３参照）

２．事業再生支援

（１）取組状況・実績

○ 我々も事業再生支援については、誠実に取り組んできており、かなりの件数を手

がけてきている。バブル崩壊以降、取引先はかなりのダメージを受けており、そう

いった取引先への積極的な経営支援、事業再生のサポートを優先課題として行って

きた。

とりわけ、金融円滑化について出口がはっきりと切られた今年度は、毎月、役員、

経営陣も参加して出口戦略報告会を開催し、全体的な総括、その中でも特に個別企

資料３ 業務継続計画の見直し(北村氏資料) 
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業について聞いておくべきこと、認識しておくべきことについて、事務方と認識を

共有してきている。真摯に取り組んできている結果、震災の影響があり、取引先が

全国に避難されている中で悩ましい局面でもあるが、資産の劣化もなく今日に至っ

ている。

○ 地域金融機関は、地域、地域経済、地域企業と運命共同体みたいな部分があるの

で、企業再生はコアの部分だと思っている。再生の可能性のある企業は支えていく

ことを大きな経営の中核に据えている。

○ 行内で中核となるのは融資管理部で、二十数名の体制で取り組んできている。再

生の中でもいろんなスキームとか手法があるので、本部の関連部については全部横

串を入れるということで、兼務体制の推進室を設置しており、この推進室のメンバー

と我々が毎月一回は必ず意見交換をしている。

○ これまで手掛けてきた企業再生は合計

で約 40。今年の分を加えて 42 となる。

枠組みとしては、産業再生機構や企業再

生支援機構も使い、あるいは私的再生と

して、各県にある支援協議会などの関与

の中で行っている。（資料４参照）

可能性のあるところは支えるという認

識でやっている。結果として地域経済、

雇用などに大きな影響を与えるという認

識でおり、規模・業種に関わらず対応し

てきている。

（２）担当者の事業再生への想い

○ この分野は知識も経験もある程度持っていないと関われないため、長い期間関

わっている行員もいる。これまではややもすると日陰の部門とされがちだったが、

当行の場合は非常に思い切ったことをやっているため、若い職員も含めてここにぜ

ひ関わって勉強したいということで手を上げてくれる職員が多く、非常に心強く

思っている。仕事を通じて、心揺さぶられる経験をすることなども大事であり、経

営者の方々の熱い思い、雇用・事業を守りたいという部分なんかをしっかり受け止

める中で、経営支援、事業再生をやっていくということがずっと培われてきている

と思う。

○ ここには必ず光と影がある。雇用の維持とか新たな未来が見えてくることもある

が、一方で経営者の経営責任が必ず問われる。ある意味では、ここが一番大きなポ

イントになってきており、その局面でその先に進まないケースも何回か見てきてい

資料４ 事業再生への取組実績(北村氏資料) 
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る。そういう意味では、経営者の覚悟・姿勢が見えてくるのがこういった分野かな

と体験的に思っている。このことを乗り越えると、地方再生そのもの、雇用などに

も繋がってくる。経営陣・従業員の方々から感謝されるということがあるとやって

よかったというような部分に繋がってくる。

（３）事業再生の現場から～｢くつろぎ宿｣STORY 

○ 事業再生の象徴的なものが会津の東山温泉のケースである。会津若松市の郊外に

ある。バブル期に相当な過大投資を行ったものが、バブル崩壊後に大変な過剰債務

になり、経営が立ち行かなくなってきた。このような温泉宿が何軒か出てきたとい

うことで、我々が中心になって再生に取り組むこととした。

○ この３軒の経営者の方々が戸惑い、逡巡する部分を説得しつつ、最終的に覚悟を

決めてもらい経営責任というものを充分認識されながら進めることが入口段階で

あった。我々も実際に経営に参画しながら、債権者交渉、従業員とのやりとりも行

い、今は本当にピカピカの企業に生まれ変わっており、前向きの投資もできるよう

になってきている。人的な支援も全部終えている。

○ 枠組みであるが、三つの旅館を全部清算する中で新会社を立ち上げた。そこに福

島リバイタルファンドによる一部債権肩代わり、出資もあり、我々も当然のことな

がら債権カットもした。

ポイントは、RCP((株)リゾートコンベンション企画)の深田氏を代表取締役とし

て招聘したことで、こういった人材にも恵まれ、しっかりした会社になった。３年

ぐらいでほとんど出口を出た。そうした新社長、それを支えるために我々も社員を

出向させた。（資料５参照）

資料５ 事業再生スキーム(北村氏資料) 
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○ 旅館はいろんなコンセプト・知恵

を出しながら、お客さまを呼び込ん

できている。震災の後、修学旅行生

が少なくなってしまい、だいぶ悩ま

しい局面ではあったが、次から次へ

と知恵を出し、その後も黒字経営を

維持しながら今日に至っている。コ

ンセプトが地元へのこだわりである

ことや、地元食材を徹底して使って

いることなども評価され、リピー

ターに繋がってきているのではない

かと思っている。（資料６参照）

○ 特に地域金融機関は温泉旅館とのお付合いが深いので、相当数の銀行がここに見

学に来ている。特に、三つの旅館、面的な再生というのはあまりないケースだとい

うことで関心を持たれている。

（４）事業再生の課題（資料７参照）

 ① 事業再生は、正確な現状認識と、ある程度グランドデザインが描けるかどうか、

シナリオが描けるかどうかが大事

である。それができる人材を抱えて

いるかどうかということもポイン

トになってくると思う。

現 状 把 握 に は や っ ぱ り フ ル

DD(Due diligence:投資等を行う検討

段階で、事前に投資対象の財政状況

や法務のリスクマネジメント状況

などを精査する作業のこと)である。

相当の時間とコストを覚悟しなけ

ればならない。ここをしっかりと

やっておくことで最終的な事業再生

が成功していくのではないかと感じ

ている。

②③ ２番目は行内の人材育成、３番

目は再生専門家の偏在である。事業

再生は知識だけでは無理で、体験さ

せる中で人材を育てていく。専門家

と対等にやれるぐらいの人材が行内 資料７ 事業再生の課題(北村氏資料) 

資料６ 旅館のコンセプト(北村氏資料) 
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に必要不可欠である。

また、弁護士、会計士、税理士などの事業再生に係る専門家はほぼ東京圏に集まっ

ている。そういった方々とのパイプがないとやっていけないのが現状である。地方

の専門家人材の育成・確保が必要である。

④ もう一つ大事なポイントは、スポンサーを予め描けるかどうかということである。

最初の段階からスポンサーをある程度想定しながら進めていくことが大事である。

⑤ ５番目は、ハンズオン(体験型学習方法)人材の確保。実際に入り込んで経営者と

してやっていける人材を確保することも企業再生の中で大事なポイントになってく

る。

⑥ ６番目は、担当者に経験を積ませないと駄目である。前例を学びながら自分に取

り入れていくというようなやり方などが有効である。

⑦ もう一つは、我々が思い切ってサジェッションすることも大事なことと思ってい

る。あるいは我々だけでは中々言えない部分については第三者の力をお借りしなが

らやっていくことも大事なことかなと考えている。

（５）再生・経営支援ファンド活用例

○ 再生の枠組みの中で必ずファンドがある。いろ

んなファンドがあり、機能も異なるので、うまく

使い分けながら取り組んできている。（資料８参

照）

○ これは、企業再生支援機構と地域再生ファンド

を活用し、地方バス会社を再生した事例である。

（資料９参照）会津乗合自動車という会社であり、

企業再生支援機構からの融資、あるいは出資金の支援なんかもいただき、ファンド

から社債での支援なんかもある。我々も融資あるいは融資枠を設け、経営者には JAL
の出身者をはじめ経験のある方々を整えた。バス会社、地域公共交通機関は、人口

減少、あるいはモータリゼーションが進む中で大変厳しい経営となる中であるが、

震災後も黒字経営を続けていた。今年の末にはイグジットを迎えなければならない

ので、今、水面下でスポンサーの部分などに関わって取り組みを進めている。

○ また、企業再生支援機構を活用し地域中核病院を再生した事例であるが、福島県

は公的病院というのはあまりなく、地域医療を民間病院が担っている。民間病院も

医療制度の中で相当厳しい時期があり、特に対象となったこの病院なども過剰投資、

過剰設備で過剰債務に陥り、非常に厳しい局面となった。最終的に企業再生支援機

資料８ 東邦銀行における事業再生 

支援(北村氏資料) 
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構の支援を受け、我々も 60 億円の債権放棄を行ったりもした。債務負担がなくなり、

ある程度身軽になったことで順調な足取りとなり、病院の老朽化の問題などもある

ので、新しい病院に生まれ変わるためのお手伝いをしている。ここは理事長とか専

務については、私どもが関わっており、再生機構からも常駐の人が来ている。多分、

地域の再生事例としては中々いい形になるのではないかと期待している。

○ 次に、産業復興機構の買取機構を使ったスキームである。福島県は非常に買取案

件が少ない。結局、再建後の事業計画を立てる際、必ず原発の賠償金の問題が組み

込まれることになるので、これが確定しないと絵を描けないということで、買取機

構への申込みが少ない。財物賠償(土地・建物・家財の賠償)を中心にした賠償金の

問題がある程度目処が立ってくれば、買取機構への持ち込みなんかも大きく増えて

くるのではないかと認識している。

○ また、既存借入金を資本制借入金に変えるといった DDS(Debt Debt Swap:既存の債

権を別の条件の債権に変更すること)を活用した事例も数件手がけている。これでバ

ランスシートをよくすることによって、新たな資金調達手段を見出していくといっ

たケースである。小名浜の漁業関係者のケースなどがあり、取引先からも非常に感

謝されている。

資料９ 東邦銀行の具体的事業再生事例（北村氏資料） 
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３．当面の課題・将来に向けての中長期的課題 10 のポイント

○ 震災を契機に、これからの課題が浮き彫りになった。これを機会に、地域金融機

関がこれからどんなことを考えながらやっていかなければならないかということに

ついてまとめた。皆様方からの御意見を頂戴できればと思っている。

○ マーケットそのものがこれから変わる可能性が大きくある。そこをチャンスと考

え、希望が持てるようなメッセージを出してきている。そこで頭に入れなければな

らないことを 10 のポイントにしている。(資料 10、11 参照)

①中長期的な観点からすると、調達は十分に考えて経営の舵取りをしていかなけれ

ばならない。特に、高齢化社会が進展する中、相続により、今までお預かりして

いた資産の多くが首都圏に移る可能性も十分認識しておかなければならない。

②福島県は進出企業が相当多い県である。東京本社だからということで諦めず、企

業側も調達手段の多様化という観点で、進出拠点のある地銀というのは十分意識

してくれているはずだから、東京まで追っかけながらやっていこうと考えている。

③営業の原点に戻り、足で

稼ぐ、現場に行く、経営

者に会う、そして新たな

先で接点を見つけてくる

ということである。これ

から大事になってくると

思う。

④事業承継であったり、ビ

ジネスマッチングであっ

たり、M&A であったり、

海外進出であったり、人

材育成する中で他行では

できない部分、お客さま

が抱えている経営課題を

我々が問題提起していく。

⑤コスト圧縮は聖域なく、

大胆に、鳥の目、虫の目

両面から行っていくのが

大事だと思う。

資料 10 当面の課題・将来に向けての中長期的課題 

１０のポイント①(北村氏資料) 
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⑥人材育成では、メガバン

ク、大学院への人材派遣

を絶え間なくやっていく

ので、この差がいずれ出

てくると思っている。女

性にもどんどんチャンス

を与えて派遣している。

⑦我々の業界というのは、

完璧主義に偏りがちだが、

先ずスピードである。

４．危機にあって改めて考えた Top のあり方(失敗と反省を体験して)

○ トップのあり方というのを改

めて考えさせられたのが震災以

降の約２年間だったような気が

する。本当に反省と失敗の連続で

あったが、次の世代に活かすため

にも 10のキーワードにまとめた。

（資料 12 参照）

資料 12 危機にあって改めて考えた Top のあり方 

(失敗と反省を体験して)10 の Keyword 

(北村氏資料) 

資料 11 当面の課題・将来に向けての中長期的課題 

１０のポイント②(北村氏資料) 
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以上の話を伺った後、質疑応答、意見交換が行われたので、以下に主なものを掲載する。 

〈質問〉地域の金融機関については、必ずしも地域のお金がその地域にきちんと流れ

て循環することにはなっていないということも課題だと思われる。事業者側に

も課題があるが、融資機関の方で何らかの問題があるのかどうか。

〈回答〉地域金融機関はおしなべて、調達は順調な一方で運用は大きな課題だろうと

思っている。いろんな要因があると思う。三大経済圏に資金需要のニーズが集

中し、その反面で地域は中々厳しいということもあろうかと思う。

あともう一つ、バブルの崩壊後に我々の不良債権比率は 10％ぐらいまでいっ

た記憶がある。資産が劣化する中で、リスクテイク、思い切ったことができな

かったというようなこともあるかと思う。次第に課題が解決してきているので、

むしろ我々はニーズを掘り起こす努力をしている。我々の取引先が抱えている

経営課題を問題提起する中で、結果として預かり資産を増やしたり、あるいは

融資のニーズを掘り起こすことなどを行う局面にきているということで我々も

一生懸命やっている。

例えば、事業承継なんか間違いなく出てくる。中小企業でも親から子の代に

移る際、優良な企業ほど相当の金額でのやりとりが出てくる。こういうのを我々

が始めから問題提起する中で、何年か掛けながらやっていくと。そうすると結

果として、親父さんには株を息子さんに譲ることによる譲渡代金が入る。それ

が結果として我々の預かり資産になってくる。息子さんには買取資金が必ず必

要となる。例えばそうした資金ニーズを掘り起こすことで努力していくしかな

いと思っている。海外進出なんかでも当然、資金ニーズが出てくる。今こうい

うニーズがあるんじゃないか、こういう課題を持っておられるのではないか、

という能動的な我々の働きかけというのが、これから大きな仕事の一つになっ

てくると思う。

もう一つ、大手企業といえども、資金調達というのは相当考える。手元流動

性ということで、どこでそれを調達するかということになると自分達の製造拠

点、工場のある地銀には必ず関心を示す。そこを我々がすかさずお邪魔するよ

うにして、チャンスに結び付ける。これからそういったことをしっかりやって

いくということだと思う。

後はやはり政権交代して、ある程度企業サイドに合ったような経済政策、金

融政策になっていくことなども期待はしている。企業が前向きの投資を今まで

あまりしていなかった。両面からのアプローチをしていかなければならないと

思っている。
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〈質問〉銀行における事業再生なり経営支援の判断で、震災が起きたことによって比

較的支援が受けやすくなっている状況があるのかどうか。

〈回答〉銀行サイドからすると震災前も震災後もほぼ同じスタンスできている。モラ

ルハザードということについては、顕在化している部分は今のところないとい

う感じがしている。北海道から沖縄まで取引先が避難されている中、例えば住

宅ローンをお持ちの方についてもありとあらゆる手段を持って接点を持つこと

をずっと継続してきた。これがいろんな意味で功を奏し、我々もびっくりした

のはいわゆる延滞リストを見ると、資産の質は震災前よりも震災後の方がか

えってよくなっていることがわかった。まさに金融機関としての原点を思い知

らされたような感じを持った。

〈質問〉仲介機能として地域金融機関が地域の発展に貢献するということでは現状は

どうか。過度に細かい基準で査定されると地域経済にマイナスの影響を与える

おそれもあるがどうか。福島の場合、震災を受けているという大変な問題があ

るので、特にこの点では深刻ではないかと思うがどうか。

〈回答）担保の問題は、うちの銀行だけかどうかはわからないが、今はウェイトはそ

う大きなものではなくなってきている。事業価値とか経営者の質とかそういっ

たことに相当ウェイトを置いた審査判断をしているということは間違いない。

担保以外の部分の見方、目利きとかはそれなりに育ってきたかなという感じは

持っている。

金融検査マニュアルができて、我々も当然意識しながら業務を行っている。

これはある日でパッと切った時の査定であるから、いい時も悪い時もある。企

業は生き物なので。ある程度幅を持たせた中での査定とか見方というのが許容

されるということはもう少しあってもよいような感じはある。

〈質問〉地方銀行の将来展望としては、この先ずっと預金は伸びていって、あるとこ

ろからぐっと落ちてくるという予想もあるが、どのような見方をされているか。

〈回答）私達も長期的なスパンだとマーケット縮小と考えているが、例えば地域金融

機関の再編の問題とか何かがある中で、チャンスはある、我々の生きる道はま

だまだあると思っている。特にバブル崩壊過程の中で、メガバンクはある程度

地域に距離を置いた。そこは地域の方々はよく見ている。そういう意味で、地

域の企業経営者も地元の金融機関と付き合っていないと長いスパンで考えた時

に事業継続維持は難しいという認識は持っていらっしゃるのではないかと思う。

そこに我々の生きる道はあると思っている。
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〈質問〉東邦銀行として、いい人材をどう確保していくのか、中長期的な戦略を持っ

ておられるか。

〈回答）ありとあらゆる機会を持ちながら、我々も新卒だけでなく中途採用とかも含

めて人材確保に取り組んでいる。学生向けの会社説明会は、東京都と地元で 10

回ぐらい行い、自らトップの考え方を説明している。業務内容を見ていろんな

チャンスがあるということが分かり、活躍の場がいろいろとあるとわかると学

生の目の色が変わる。そこにつきる。メガバンクよりもチャンスが多いとよく

言っている。こういった中で地道にやっていくしかないと思う。

また、経営者の方々は目が肥えているので、銀行側が品定めをされる。そこ

で淘汰されないためにも、それだけの人材を持っていないといけない。だから

人材確保には徹底して取り組んでいくことが大事だと思っている。三メガバン

ク全部に常時社員を出している。メガバンクの上海支店にも出している。JETRO
にもいる。今年からグロービス経営大学院大学にも一人２年間出すことにした。

先行投資は大事である。

〈質問〉例えば産業復興機構を通じた買取りについて相談件数はかなり増えているが、

実際の買取りに至っていないことをどう見ておられるか。

〈回答）福島の場合、一番影響を与えているのが原発の問題である。だから、買取り

の対象者もその被害を受けている地域の事業者、住民ということになる。そし

て、次の事業計画、次の人生設計、生活設計を描いた上でローンを買い取って

もらうということになるが、その描きようがまだできていない。必ず賠償金の

問題が入ってくるからである。賠償金をもらった中でこういった事業計画にな

る、生活設計をするということになるので、そこで止まってしまう。それが現

実である。ただ、もう一方でその間に補償だけは出ているので、なんとか繋が

るということは言える。

〈質問〉事業再生支援を地域金融機関が行うに当たって県の役割をどう見ておられる

か。震災後で何か県がサポートしてこれが助かったとか、もっとこういうこと

をして欲しいとかはどうか。

〈回答〉福島県の場合、ある意味でエネルギー大県だったのを、自然エネルギー中心

とか別のエネルギー大県に変えていくということで、様々な助成金が出ている。

我々とタイアップしながらやっていこうということで、いい形になっていると

いう感じがしている。一方、原発の被害を受けた県特有の問題、除染にしても

その先の中間貯蔵施設が決まらない。前提条件となる広い意味の環境整備が

中々進まないという意味でのもどかしさは感じている。
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70 年の当行の歴史の中で、今ほど県との関係がいい時期はないと言っていい

ほどである。企業立地課とか上海事務所とかに職員を派遣しているが、今度、

４月からはエネルギー課にも出すこととしている。県サイドは地域の金融との

共調がなければ新たな県土づくりはできないという認識をお持ちであり、良好

な関係のもと、貢献していきたいと思っている。

〈質問〉福島県側には災害によって人口が流出したまま戻ってこないのではないかと

いう強い懸念を持たれているような印象もある。本当に安全だということをど

うやって理解してもらって戻ってもらうかということ、戻ってもらう時期につ

いてもっと明確なプログラムをきちんと出していかないといけないと思うがど

うか。

〈回答〉ご指摘のとおりだと思う。ただ、最終的には除染と中間貯蔵の部分をクリア

しない限りは、ご指摘のようなプログラムとかは描きにくいのではないかと思

う。この部分をもう少し進めてき、ご指摘のような将来を描けるプログラムを

作っていくしかないと思う。




